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 【平成２１年５月２日（土)～６月１日（月）】 

統計調査報告

◇景気動向指数～３月速報～ ５月１２日（火）内閣府発表

・３月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は０．３ポイント下降の８４．９で、３ヶ月

後方移動平均は１．９０ポイント下降し１３ヶ月連続の下降、７ヶ月後方移動平均は２．０３ポイン

ト下降し１３ヶ月連続の下降となった。一致指数の基調判断は、引き続き「景気動向指数（ＣＩ一致

指数）は、悪化を示している」となった。なお、先行指数は７６．６で２．１ポイントの上昇、遅行

指数は８８．７で１．６ポイントの下降となった。

◇平成２０年度における障害者の職業紹介状況等  ５月１５日（金）厚生労働省発表 

・平成２０年度のハローワークにおける障害者の就職件数は、前年度を１，１０２件下回ったものの、

初めて４万件を超えた前々年度の水準を上回る４４，４６３件となった。

◇労働力調査詳細集計～１～３月平均～ ５月１９日（火）総務省発表 

・役員を除く雇用者５０８６万人のうち正規の職員・従業員は３３８６万人で前年同期比１５万人増。

非正規の職員・従業員は１６９９万で前年同期と比べて３８万人減と比較可能な平成１５年以来初の

減少となった。

・完全失業者は３０４万人で前年同期比４１万人増。「仕事につけない理由」別にみると、「希望する種

類・内容の仕事がない」の１７万人増、「条件にこだわらないが仕事がない」の１７万人増などで増

加した。

◇国民経済計算～１～３月期・１次速報～ ５月２０日（水）内閣府発表

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は

前期比－４．０％（年率－１５．２％）。

・ 実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）

が－２．６％、財貨・サービスの純輸出（外需）

が－１．４％となった。

◇国民生活基礎調査～平成２０年～  ５月２１日（木）厚生労働省発表 

・ 平成１９年の１世帯当たり平均所得金額は、前年比１．９％減少の５５６万２千円となった。

・ 生活意識別世帯数の構成割合をみると、「苦しい（「大変苦しい」と「やや苦しい」）」が５７．２％、

「普通」が３７．０％となっていて、「苦しい」と答えた世帯の割合は、前年同率となった。

◇平成２０年度個別労働紛争解決制度施行状況  ５月２２日（金）厚生労働省発表 

・総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争相談件数は、２３６，９９３件で前年度よ

り１９．８％増加した。
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◇平成２０年度高校・中学新卒者の就職内定状況等調査（平成２１年３月末現在） 

５月２２日（金）厚生労働省発表 

・ 高校新卒者の就職内定者数は１７万人で、前年同期を４．８％下回り、就職内定率は９５．６％で、

前年同期を１．５ポイント下回った。求人倍率は１．８１倍で、前年同期を０．０６ポイント下回っ

た。 

・ 中学新卒者の就職内定者数は１千４百人で、前年同期を３３．７％下回り、就職内定率は６３．３％

で、前年同期を１１．３ポイント下回った。 

 

 

◇平成２０年度大学等卒業者就職状況調査（平成２１年４月１日現在） 

５月２２日（金）厚生労働省・文部科学省発表 

・ 大学の就職率は９５．７％で、前年同期を１．２ポイント下回った。 

・ 短期大学の就職率（女子学生のみ）は９４．５％で、前年同期を０．１ポイント下回った。 

・ 高等専門学校の就職率（男子学生のみ）は１００．０％で、前年同期を０．４ポイント上回った。 

・ 専修学校（専門課程）の就職率は９１．８％で、前年同期を１．９ポイント下回った。 

 

◇平成２０年における死亡災害・重大災害発生状況等                ５月２６日（火）厚生労働省発表 

・ 平成２０年の労働災害による死亡者数は１，２６８人、前年比８９人（６．６％）減で過去最少とな

った。 

 

◇労働災害動向調査～平成２０年～                ５月２８日（木）厚生労働省発表 

・災害発生の頻度を表す度数率は１．７５、災害の重さの程度を表す強度率は０．１０となった。 

 （注）「度数率」とは、100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数。「強度率」とは、1,000延べ実労働時間当たりの

労働損失日数。 

 

◇鉱工業生産指数～４月速報～                                   ５月２９日（金）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比５．２％の上昇。製造工業生産予測調査によると、５月､６月と

も上昇を予測している。判断は「総じてみれば、生産は持ち直しの動きが見られる」に変更された。 

 

◇消費者物価指数～４月～                                  ５月２９日（金） 総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は１００．８となり、前年同月比は－０．１％と３ヶ月連続

の下落となった。生鮮食品を除く総合指数は１００．７となり、前年同月比は－０．１％と２ヶ月連

続の下落となった。 

・ ５月の東京都区部は１００．５となり、前年同月比は０．８％の下落、生鮮食品を除く総合指数は１

００．４となり、前年同月比は０．７％の下落となった。 

 

◇家計調査～４月～                                               ５月２９日（金） 総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質１．０％の増加。 

・ 実質増減率への寄与度は、世帯主収入が－１．１６％、配偶者の収入が１．６２％、特別収入が１．

９３％などとなった。 
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◇労働力調査～４月～ ５月２９日（金）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～４月～  ５月２９日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２１年４月の完全失業率（季調値）は５．０％

と、前月に比べ０．２ポイントの上昇。男性は５．

３％と、前月に比べ０．４ポイントの上昇、女性

は４．６％と、前月に比べ０．１ポイントの低下。

・ 平成２１年４月の完全失業者数は３４６万人と、

前年同月差７１万人の増加。

・ 平成２１年４月の雇用者数（季調値）は、５，４

５１万人と、前月差１２万人の減少。

・ 平成２１年４月の有効求人倍率（季調値）は０．

４６倍で、前月を０．０６ポイント下回った。

◇毎月勤労統計調査～４月速報～  ６月１日（月）厚生労働省発表 

・ 平成２１年４月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比２．５％減。きまって支給する給与（規

模５人以上）は前年同月比２．４％減となった。

また、前年同月比で所定内給与は１．０％減、所定外給与は１８．８％減となった。

なお、実質賃金（総額）は前年同月比２．４％減となった。

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）の平成２１年４月（季調値）は前月比３．０％増。

研 究 会 報 告 等

◇２００９年版ものづくり白書 ５月１９日（火）経済産業省・厚生労働省・文部科学省発表 

・製造業の経営環境が厳しい中で、求められる製品の高品質・高精度化、短納期化等の要請に応ずるた

めには、ものづくり現場の「中核人材」の育成・確保や技能継承が重要な課題となっている。

・中核人材の育成・確保や技能継承を円滑に進めるためには、企業内において OJT の効果的な実施、技

能者育成の環境の整備、技能者の能力開発意欲の向上を進めることが重要である。また、優秀な人材

の採用や定着が容易になるようにするためには、職場、事業所内における人材育成環境や職場環境の

改善を進めるための施策の推進が必要である。

◇月例経済報告～５月～                                         ５月２５日（月）内閣府発表

景気は、厳しい状況にあるものの、このところ悪化のテンポが緩やかになっている。（前月：急速な悪化

が続いており、厳しい状況にある）

・ 輸出、生産は、下げ止まりつつある。（前月（輸出）：大幅に減少している 前月（生産）：極めて大

幅に減少している）

・ 企業収益は、極めて大幅に減少している。設備投資は、減少している。（前月とかわらず）

・ 雇用情勢は、急速に悪化しており、厳しい状況にある。（前月：急速に悪化しつつある）

・ 個人消費は、緩やかに減少している。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～５月～  ５月２６日（火）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、急速に悪化しており、厳しい状況にある。（前月：急速に悪化し

つつある）

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載されております。 

なお、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しております。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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